

2012年11月30日発行

最新・中国法ニューズレター

――――　第11号　――――



	· 事例
	：
	「債務不履行なら出国出来ぬ」・・・・・・・・・・・・・・P2
	

	· 重要法規解説
	：
	「国家外貨管理局の直接投資外貨管理政策の更なる改善及び

調整に関する通知」についての解説・・・・・・・・・・・P3・　　　　　　　　　　　　　
	　　　　　　　　　　　　　

	· 主要法令
	：
	特に日系企業にかかわりのある最新法規の情報・・・・・・P4
	




債務不履行なら出国出来ぬ

1、 事実経緯

A社は元々中外合弁企業であり、外国人であるB氏はA社の董事である。

2002年10月30日、A社は、Ｃ社との間でＡ社の持分の全てをＣ社に譲渡する協議書を締結し、2003年3月14日、A社所在地の人民政府によって許可され、内資企業に変更した。その期間中、B氏は2002年11月に当時のA社董事会の決議を経ず、その本人の給与及び報酬を支払う名義で、勝手にA社の口座から人民幣304000元を振替えた後、またA社の現金2万元を取りだした。

A社はB氏の離職後、何回もB氏に324000元の返回を求めたが、いずれも拒否された。

2003年6月、A社はB氏を市中級裁判所に提訴し、324000元の返還、及び関連利息の賠償を要求した。

2、 裁判結果

一審裁判所は受理後A社の主張を支持すると判決した。B氏は一審判決を不服し、市高裁に上訴した。

市高裁は審理後2004年5月20日、上訴を退け、一審判決を維持する終審判決を下した。

二審判決発効後、B氏の発効した判決の不履行によって、A社は一審裁判所に執行を申請し、一審裁判所はB氏に執行通知書を発行し、民事判決書に決めた人民幣324000元及び利息を返還する義務を期限付履行せよと命じた。

3、 執行結果

2004年12月、B氏の消息不明及びその執行財産が見付らないため、一審裁判所は本案の執行手続きの中止を裁定した。

2006年9月、A社はB氏が中国国内で働き、常に日中間を往復していることを発見し、書面で一審裁判所にB氏の出国を制限するよう申請した。執行裁判官はA社の提供した関連証処を審査し、2006年11月13日にB氏に対して本案執行期間中出国できない。もし、本案の執行目的金額324000元及び関連利息の担保及びその他の担保を提供できれば、出国できるものとするが、当裁判所の法廷喚問を受けなければならないという内容の決定書を下した。然し、当時の出入国制限範囲は上海の出入国税関だけに止まり、B氏に対する出国制限措置は本案の執行進展に至らなかった。

2009年5月、A社は2008年4月１日から施行した民事訴訟法により、再び市中級裁判所にB氏の出国停止措置を求める書面及び新しい証拠資料を提出し、執行裁判官は新しい資料ではB氏が故意に発効した法律文書に決めた義務の履行を逃げる恐れがあると認め、2009年6月29日にB氏に出国を制限する決定書を下し、且つ市公安局を通じて、中国全土範囲に渡る制限措置を施した。

B氏はその後上海、深圳、浙江省などの出入国税関での出国を図ろうとしたが、いずれも成功に至らなかったため、遂にやむを得ずにその弁護士を通じて、執行裁判官に連絡し、A社に38万人民元を一括支払い、出国制限措置を解除された。

4、 コメント

１、本案では、裁判所はA社によるB氏の出国制限の申請内容の審査に当たり、形式用件及び実質用件が揃ったかどうか判断する。

（１）形式用件には書面形式の提出、出国制限理由及び範囲、法律文書を履行しない証拠証明、出国制限対象者の身元情報及びパスポート情報を含まれる。

（２）実質用件には必要性、適当性及び効果性を含まれる。

本案ではB氏は発効した法律文書を履行しなかった客観的な事実だけでなく主観的に悪意があるため、B氏に対する出国制限の威圧措置を取ることが十分必要である。

B氏は中国での固定住所がない外国人であり、執行に供する財産もない。一方、A社は民間企業であり、324000元及び関連利息の回収がA社にとって重要なことである。よって、裁判所がB氏に出国制限を施すことは合理、妥当である。

B氏は中国の合弁企業での要職を務め、債務返済能力を有し、中日間を頻繁に往復している為、その出国が出来なくなると、生活及び仕事上大きな影響を受ける。裁判所はB氏に出国制限措置を取り、威圧を与えるという効果があると認める。

２、本案だけでなく、原告は被告の債務逃避の緊急性があるか否か判断し、裁判所に提訴する同時に被告の出国停止を申請することも必要である。

３、執行申請人が被執行人に出国制限措置を取ることは法律上債権人に附与する権利である。但し、出国制限措置は直接に人身に作用する強制措置であるため、慎重的に行使しなければならない。さもなければ、逆に相手によって損害賠償などの責任を追及されることに留意するよう。


国家外貨管理局の直接投資外貨管理政策の更なる

改善及び調整に関する通知
2012年11月19日に、国家外貨管理局は「国家外貨管理局の直接投資外貨管理政策の更なる改善及び調整に関する通知」（以下、「通知」という）を公布し、今月17日より実施する。本稿では以下の通りその概要を述べます。

1、 目的

外貨管理局は現行の外国企業の直接投資外貨管理関連政策や管理手続きを総点検し、合計35項目の行政審査の取消し、14項目の行政審査の簡素化を表した「通知」を公布実施し、外国投資の事前審査手続きの大幅減、登記を主とする外商の直接投資外貨管理方式の実現、リスク予防の手段の強化、同時に投資の利便性の向上を図り、更に実体経済に役立つようとする。

2、 調整内容

１、一部の直接投資項目下の管理手順を取消した。直接投資に関わる口座の開設、振込、決済及び外貨購入支払許可の取消、直接投資の一般業務の国内外貨振替許可の取消、外国投資者の国内での合法的な所得の再投資許可の取消、減資資本金の確認書の取消、外商投資性公司の国内再投資の外貨登記及び資本金払込の確認書の取消。
２、更に現有の管理手続きを簡便化した。直接投資項目下の外貨口座類別の簡易化、資本金決済の管理手順の簡易化、外商投資企業の資本金確認書及び株式譲渡の外資の外貨登記手順の簡易化、審査書類の大幅な削減、取扱期限の短縮化。
３、更なる直接投資項目下の資金運用の制限を緩和する。直接投資項目下の外貨口座開設数及び異なる地域での口座開設の制限の緩和、直接投資項目下の異なる地域での外貨の購買及び支払制限の緩和、国外外融資資金源泉及び融資主体資格制限の緩和、国内主体による国内外貨融資の対外貸付の許可、外商投資企業によるその国外親会社への貸付の許可。
４、外国投資者のその国内合法的な所得による投資に関連する許可手続きを取消した。外商投資性公司及び外国投資者の国内の合法的な所得による増資、再投資の場合、被投資企業による外貨局での外貨登記後、銀行は外貨局登記情報によって企業のために資金振替の処理を行い、会計事務所も登記情報によって、企業のために資本金払込確認書の手続きを行う。
５、企業は外国投資者による中国側持分の譲受業務を取り扱う場合、国内資産を現金化する口座開設の許可及び資本金払込の許可が不要、外国投資者が国外から外貨を払込み持分譲渡金の全てを支払う場合、企業による外貨管理局での外国投資者の中国側持分譲受の外資外貨の登記手続が不要となる。また、銀行が国内資産の現金化口座に資本金払込を記録した後、外貨管理局の関連情報システムにて自動的に外国投資者による中国側の持分譲受の出資済みの確認登録を完了する。
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	国家外貨管理局の「国家外貨管理局の直接投資外貨管理政策の更なる改善及び調整に関する通知」（『重要法規解説』をご参照下さい）
	2012/12/17 
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	2013/01/01
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	国家安全監督管理総局の危険化学品安全使用許可証実施弁法
	2013/05/01
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